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包装への取り組み
包装から物流までの流れを総合的に見直すことで、

包装材使用量の削減や再生資源の利用といった環境負荷低減に努めています。

物流の取り組み
地球温暖化にかかわる物流は、国内・海外において

モーダルシフトや効率的な輸送を行うなど、環境負荷の低減に積極的に取り組んでいます。

包装材への取り組み 国内物流

海外物流

リターナブル包装の採用

包装材別使用量の推移内訳

今後の取り組み
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　包装の構造・形態および製品の強さを

見直すことで、中装箱の廃止や個装箱・

外装箱の小型・軽量化による包装材使用

量と廃棄量の削減を進めています。

　また、再生紙や再生樹脂といった資源

のリサイクル化を積極的に進めています。

包装材総使用量の削減：1％削減

　2003年度までに包装材の総使用量を

（2000年度比）20％削減する目標に対して、

1％削減にとどまりました。これは生産数量

が21.6％（2000年度比）増加したためです

が、売上高原単位では16％削減しました。

（1）発泡スチロール使用量削減：18.2％削減

　2003年度までに紙系素材への切り替

えを行うことで、発泡スチロールの使用量

を（2000年度比）30％削減する目標に対

して18．2％削減となりました。これを売上

高原単位で表すと30.7％削減となります。

（2）ダンボール使用量の削減：1％増

　樹脂系包装材からダンボール素材への

切り替えを行うことで、ダンボールの使用量

を（2000年度比）20％削減する目標に対

して1％の増加となりました。これを売上高

原単位で表すと14.3％削減となります。

　特に、デバイス製品の包装では、輸送

手段の見直しを行った結果、今まで二重

包装であった外装箱とコーナーパットを廃

止しました。

■モーダルシフトに伴う利用率とＣＯ2削減

　環境負荷の大きいトラックから鉄道を利

用した貨物輸送に転換する方針を掲げ

ています。

国内販売向け拠点間輸送の
モーダルシフト

●2003年度の実績

　総CO2排出量は、2002年度に比べて

18トン-CO2増加しています。これは売上

増に伴い、トラックとJRの輸送量が増えた

ことが理由ですが、内訳としてJRで11

トン-CO2増加、トラックで7トン-CO2増加して

います。これをCO2売上高原単位でみると、

0.05トン-CO2/億円の減少となっています。

●今後の目標

　2007年度までにCO2売上高原単位を

50%（2000年度比）削減するために、JRコ

ンテナへのモーダルシフトや配送合理化

を積極的に推進します。

輸入貨物のモーダルシフトにより
5.5トンCO2削減

　2002年度までは、韓国から液晶テレビ

を国内へ輸入（下関港）し、トラックで鈴

鹿流通センターへ輸送していましたが、

2003年度からJRコンテナに切り替えたこ

とにより、CO2を5.5トン削減しました。

中国港船積みにより73.9トン-ＣＯ2

のＣＯ2削減を図ります
　従来、中国国内の工場から香港までト

ラックで輸送する比率が高かったのに対

して、2004年度から工場に近い港（蛇口、

塩田、赤湾）からの船積み比率を上げて

いきます。これにより、2004年度は、年間で

73.9トン-ＣＯ2を削減する見込みです。

　包装材は最終的には廃棄物となるため

何度でも繰り返し使用できる包装材のリター

ナブル化が効果的です。リターナブル包装

（通い箱包装）の採用を大型製品を対象

に取り組んでいます。

　具体的には、業務用プリンタにおける販

売デモ用製品包装から開始しました。この

リターナブル包装は、配送センターと顧客と

の間を繰り返し使用するもので、現在、東京、

名古屋、大阪の３拠点で展開しています。

　「適正な包装（包装の保護）」を追求す

るためには、「外力の大きさ」と、「製品の強さ」

を正確に把握することが重要です。包装

が物流過程で遭遇する「外力の大きさ」は、

荷扱い中の落下による衝撃と輸送機関

の荷台の振動、および保管中の積み付け

荷重があります。これらの「外力の大きさ」

に耐えうる「製品の強さ」を把握することで、

「適正な包装」を行い、包装材の使用量

削減と容積縮小による環境負荷低減に

努めていきます。こ

れにより、新たな目標

設定を「2007年度

売上高原単位にて

（2000年度比）30

％削減」として推進

します。

［具体的には］
●外力の大きさを把握するためには

・輸送、保管、荷扱い環境の再調査
・物流上における包装品質基準の再設定
・SCM（サプライチェーンマネジメント）に応じた包装合理
化の追求

●製品の強さを把握するためには

・製品強度を数値的に把握する
・製品設計へフィードバック（強度向上）
・製品裸試験方法、規定、基準、評価の再設定
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● 輸送区間：下関港～鈴鹿流通センター

● 輸送距離：トラック731km（鉄道702km）

● 年間輸送量：180トン

算出式  

● トラックの場合

　  731（ｋｍ）×180（トン）×48*（ｇ-C/トン・kg)

　　　　×10－6＝6.3（トン）　

● 鉄道の場合

　  702（ｋｍ）×180（トン）×6**（ｇ-C/トン・kg)

　　　　×10－6＝0.8（トン）　

CO2削減効果

6.3（トン）－0.8（トン）＝5.5（トン）

＊48：普通トラックで1（トン）を1（km）輸送する際の二酸化炭 
         素排出量（炭素換算）
＊＊6：鉄道で1（トン）を1（km）輸送する際の二酸化炭素排出量
　　　（炭素換算）

■直送の推進・共同化によりCO2を削減

大口顧客（家電量販店）への直送体制
確立により、1.6トン-CO2/年削減

　2003年7月までは、鈴鹿流通センターから

専用トラックを使って、全国の配送センター

まで配送した後、路線便トラックで各量販店

の物流センターへ配送していましたが、直

送体制の確立により、鈴鹿流通センターか

ら直接量販店物流センターへ配送する体

制を確立しました。これにより、1.6トン-CO2/

年を削減することができました。

山形カシオ→鈴鹿流通センターへの
配送一本化により4.2トン-CO2削減

　2003年7月以前は、山形カシオから鈴

鹿流通センターまでの配送をデジタルカメ

ラと時計で、異なる運送会社に委託して

いました。7月から1つの運送会社にまと

めて委託することで、2003年12月までに

4.2トン-CO2を削減することができました。

算出式  
● 総輸送削減距離・・・1,200ｋｍ

● 総輸送削減重量・・・28トン

● 削減トン・km　・・・33,600トン・km

● CO2削減量（トン-CO2）

　 ＝33,600（トン・km）×48（ｇ-C/トン・km）

　 ×10－6＝1.6（トン-CO2）

総CO2排出量とCO2売上高原単位

CO2削減量の量の算出式  

　ＣＯ2削減量（トン-ＣＯ2）

　＝生産予測量：183,300（ｍ3）

　　×輸送距離：30（km）×280*（ｋｇ/ｍ3）

　　×48（ｇ-C/トン・km）×10－9

280*：体積を重量に換算する値を表し、1m3を280（kg）に換算

中国港船積みによるCO2削減効果

CO273.9トン削減

香港積み

香港

最寄りの中国港

最寄りの中国港で船積み 約30km 短縮
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用語
解説

原材料の供給から商品が最終顧客に届くまでのモノの流れにおいて、消費者のニーズに合わせてできるだけ迅速に届けるため、製造、物流、販売など企業間のプロセスを管理すること。SCM（サプライチェーンマネジメント）
トラック等によるCO2や浮遊粒子状物質の排出ガス抑制や道路渋滞を解消するため、鉄道、海運といった環境負荷の小さい輸送形態に置き換えること。国土交通省が中心になって進め、
物流の効率化を狙う。

モーダルシフト用語
解説

2000 2001 2002 2003 2007
（年度）

2.76

1,444

0

1,000

800

600

400

200

2,000

1,800

1,600

1,400

1,200

101 78 63 74 110

1,767

1,244 1,251

1,1000.68
0.69

0.49
0.44

0.35
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